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国立大学法人京都大学教職員特地勤務手当等支給細則 

（平成１６年４月１日総長裁定） 

（総則） 

第１条 国立大学法人京都大学教職員給与規程（以下「給与規程」という。）第２１条及び第２２条の

規定による特地勤務手当等の支給については、別に定める場合を除き、この細則の定めるところに

よる。 

（特地施設） 

第２条 給与規程第２１条第１項に定める施設（以下「特地施設」という。）は、別表第１に掲げる施

設とする。 

（特地勤務手当の月額） 

第３条 特地勤務手当の月額は、特地勤務手当基礎額に、別表第１の級別区分に応じ、次に定める支

給割合を乗じて得た額（その額が現に受ける俸給、職責調整手当及び扶養手当の月額の合計額に１

００分の２５を乗じて得た額を超えるときは、当該額）とする。 

        ３級地    １００分の１２ 

        ２級地    １００分の８ 

        １級地    １００分の４ 

２ 前項の特地勤務手当基礎額は、教職員が特地施設に勤務することとなった日（教職員がその日前

１年以内に当該施設に勤務していた場合で、当該施設に勤務することとなった日前１年以内の当該

施設に勤務していた期間の末日において当該施設が特地施設に該当していた場合には、当該教職員

がその勤務することとなった日の直近に受けていた特地勤務手当に係る本項に定める異動の日）に

受けていた俸給、職責調整手当及び扶養手当の月額の合計額の２分の１に相当する額と現に受ける

俸給、職責調整手当及び扶養手当の月額の合計額の２分の１に相当する額を合算した額とする。 

３ 次の各号に掲げる教職員に対する前項の規定の適用については、当該各号に定めるところによる。 

一 国立大学法人京都大学教職員の育児・介護休業等に関する規程（平成１６年達示第８４号。以

下「育児・介護等規程」という。）第１４条の５に規定する育児短時間勤務教職員（以下「育児

短時間勤務教職員」という。）をしている教職員以外の教職員であって、前項の「勤務すること

となった日」において育児短時間勤務教職員であったもの 同項中「受けていた俸給、職責調整

手当及び」とあるのは、「受けていた俸給及び職責調整手当の月額を同日における育児・介護等

規程第１４条の９（育児・介護等規程第１４条の１０において準用する場合を含む。）の規定に

より読み替えられた国立大学法人京都大学教職員の勤務時間、休暇等に関する規程（平成１６年

達示第８３号。以下「勤務時間等規程」という。）第３条ただし書の規定により定められたその

者の勤務時間を同条本文に規定する勤務時間で除して得た数で除して得た額及び同日に受けて

いた」とする。 

 二 育児短時間勤務教職員であって、前項の「勤務することとなった日」において育児短時間勤務

教職員以外の教職員であったもの 同項中「俸給、職責調整手当及び扶養手当の月額の合計額の

２分の１に相当する額と」とあるのは、「、俸給及び職責調整手当の月額に育児・介護等規程第

１４条の９（育児・介護等規程第１４条の１０において準用する場合を含む。）の規定により読

み替えられた勤務時間等規程第３条ただし書の規定により定められたその者の勤務時間を同条

本文に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額及び扶養手当の月額の合計額の２分の

１に相当する額と」とする。 
 三 育児短時間勤務教職員であって、前項の「勤務することとなった日」において育児短時間勤務

教職員であったもの 同項中「受けていた俸給、職責調整手当及び」とあるのは、「受けていた

俸給及び職責調整手当の月額を同日における育児・介護等規程第１４条の９（育児・介護等規程

第１４条の１０において準用する場合を含む。以下この項において同じ。）の規定により読み替
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えられた勤務時間等規程第３条ただし書の規定により定められたその者の勤務時間を同条本文

に規定する勤務時間で除して得た数で除して得た額に育児・介護等規程第１４条の９の規定によ

り読み替えられた勤務時間等規程第３条ただし書の規定により定められたその者の勤務時間を

同条本文に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額及び同日に受けていた」とする。 
 
（特地勤務手当に準ずる手当） 

第４条 給与規程第２２条の規定による特地勤務手当に準ずる手当の支給は、教職員が施設を異にす

る異動に伴って住居を移転した日から開始し、当該異動の日から起算して３年（当該異動の日から

起算して３年を経過する際、その有する技術、経験等に照らし別に認めた者にあっては、６年）に

達する日をもって終わる。ただし、当該教職員に次の各号に掲げる事由が生じた場合には、当該各

号に定める日をもってその支給は終わる。 

 一 教職員が特地施設若しくは別表第２に掲げるこれらに準ずる施設（以下「準特地施設」という。）

以外の施設に異動した場合 当該異動の日の前日 

 二 教職員が他の特地施設若しくは準特地施設に異動し、当該異動に伴って住居を移転した場合 

    住居の移転の日の前日 

２ 給与規程第２２条第１項の規定による特地勤務手当に準ずる手当の月額は、同項に規定する異動

の日（教職員がその日前１年以内に当該施設に勤務していた場合で、当該施設に勤務することとな

った日前１年以内の当該施設に勤務していた期間の末日において当該施設が特地施設に該当してい

た場合には、当該教職員がその勤務することとなった日の直近に受けていた特地勤務手当に係る本

項に定める異動の日）に受けていた俸給、職責調整手当及び扶養手当の月額の合計額に、次の表の

上欄に掲げる期間等の区分に応じ、同表の下欄に掲げる支給割合を乗じて得た額（その額が現に受

ける俸給、職責調整手当及び扶養手当の月額の合計額に１００分の６を乗じて得た額（第５条の３

第３項において「上限額」という。）を超えるときは、当該額）とする。 

期間等の区分 支給割合 

異動の日から起算して４年に達する 特地 ３級地 １００分の６ 

施設 ２級地又は１級地 １００分の５ までの日 

準特地施設 １００分の４ 

異動の日から起算して４年に達した後から５年に達するまでの間 １００分の４ 

異動の日から起算して５年に達した後 １００分の２ 

３ 次の各号に掲げる教職員に対する前項の規定の適用については、当該各号に定めるところによる。 

一 育児短時間勤務教職員以外の教職員であって、給与規程第２２条第１項に規定する異動の日に

おいて育児短時間勤務教職員であったもの 前項中「受けていた俸給、職責調整手当及び」とあ

るのは、「受けていた俸給及び職責調整手当の月額を同項に規定する異動の日における育児・介

護等規程第１４条の９（育児・介護等規程第１４条の１０において準用する場合を含む。）の規

定により読み替えられた勤務時間等規程第３条ただし書の規定により定められたその者の勤務

時間を同条本文に規定する勤務時間で除して得た数で除して得た額及び同日に受けていた」とす

る。 

 二 育児短時間勤務教職員であって、給与規程第２２条第１項に規定する異動の日において育児短

時間勤務教職員以外の教職員であったもの 前項中「俸給、職責調整手当及び扶養手当の月額の

合計額」とあるのは、「、俸給及び職責調整手当の月額に育児・介護規程第１４条の９（育児・

介護等規程第１４条の１０において準用する場合を含む。）の規定により読み替えられた勤務時

間等規程第３条ただし書の規定により定められたその者の勤務時間を同条本文に規定する勤務

時間で除して得た数を乗じて得た額及び扶養手当の月額の合計額」とする。 
 三 育児短時間勤務教職員であって、給与規程第２２条第１項に規定する異動の日において育児短
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時間勤務教職員であったもの 前項中「受けていた俸給、職責調整手当及び」とあるのは、「受

けていた俸給及び職責調整手当の月額を同項に規定する異動の日における育児・介護規程第１４

条の９（育児・介護等規程第１４条の１０において準用する場合を含む。以下この項において同

じ。）の規定により読み替えられた勤務時間等規程第３条ただし書の規定により定められたその

者の勤務時間を同条本文に規定する勤務時間で除して得た数で除して得た額に育児・介護等規程

第１４条の９の規定により読み替えられた勤務時間等規程第３条ただし書の規定により定めら

れたその者の勤務時間を同条本文に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額及び同日

に受けていた」とする。 
（人事交流等） 

第５条 給与規程第２２条第２項の規定による採用の事情等を考慮する教職員は、人事交流等により

教職員となった者とする。 

２ 給与規程第２２条第２項の規定による特地勤務手当に準ずる手当の支給期間及び額は、次に定め

るところによる。 

一 給与法適用者等であった者から人事交流等により引き続き教職員となって特地施設又は準特地

施設に在勤することとなったことに伴って住居を移転した教職員 

 教職員となった日に特地施設又は準特地施設に異動したものとした場合に前条の規定により

支給されることとなる期間及び額 

（給与規程附則第６項の規定により給与が減ぜられて支給される教職員等の特地勤務手当の月額） 

第５条の２ 次に掲げる教職員の特地勤務手当の月額は、第３条の規定にかかわらず、同条の規定に

よる特地勤務手当の月額から、次の各号に掲げる教職員の区分に応じ当該各号に定める額に相当す

る額を減じた額とする。 

一 減額支給対象教職員（給与規程附則第６項の規定により給与が減ぜられて支給される教職員を

いう。以下この条から第６条の３までにおいて同じ。）であって、第３条に定める日において減

額支給対象教職員であったもの 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

イ ロからニまでに掲げる場合以外の場合 第３条に定める日に受けていた俸給月額及び職責

調整手当の月額の２分の１に相当する額（以下この項において「勤務することとなった日等に

係る減額基礎額」という。）と現に受ける俸給月額及び職責調整手当の月額の２分の１に相当

する額（以下この項において「現在における減額基礎額」という。）を合算した額に支給割合

（同条第１項の規定による支給割合をいう。以下この項において同じ。）を乗じて得た額（そ

の額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）に１００分の１．５を乗じて

得た額 

ロ 当該教職員の第３条に定める日に受けていた俸給月額及び職責調整手当の月額に１００分

の９８．５を乗じて得た額が、当該教職員の当該定める日に属していた職務の級（職責調整手

当の支給を受ける教職員にあってはその支給の基礎となる給与規程第５条第２項の規定によ

り決定される職務の級（以下「標準級」という。）以下同じ。）における当該定める日の最低

の号俸の俸給月額に達しない場合（以下この項において「勤務することとなった日等に最低号

俸に達しない場合」という。）であってニに掲げる場合以外の場合 当該定める日に受けてい

た俸給月額及び職責調整手当の月額から当該教職員の当該定める日に属していた職務の級に

おける当該定める日の最低の号俸の俸給月額を減じた額の２分の１に相当する額（以下この項

において「勤務することとなった日等に係る特定減額基礎額」という。）に支給割合を乗じて

得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）と、現在における

減額基礎額に支給割合を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切

り捨てた額）に１００分の１．５を乗じて得た額を合算した額 

ハ 当該教職員の現に受ける俸給月額及び職責調整手当の月額に１００分の９８．５を乗じて得
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た額が、当該教職員の属する職務の級における最低の号俸の俸給月額に達しない場合（以下こ

の項及び第３項において「現在において最低号俸に達しない場合」という。）であってニに掲

げる場合以外の場合 勤務することとなった日等に係る減額基礎額に支給割合を乗じて得た

額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）に１００分の１．５を

乗じて得た額と、現に受ける俸給月額及び職責調整手当の月額から当該教職員の属する職務の

級における最低の号俸の俸給月額を減じた額の２分の１に相当する額（以下この項において

「現在における特定減額基礎額」という。）に支給割合を乗じて得た額（その額に１円未満の

端数があるときは、その端数を切り捨てた額）を合算した額 

ニ 勤務することとなった日等に最低号俸に達しない場合であって現在において最低号俸に達

しない場合 勤務することとなった日等に係る特定減額基礎額と現在における特定減額基礎

額を合算した額に支給割合を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てた額） 

二 減額支給対象教職員であって、第３条に定める日において減額支給対象教職員以外の教職員で

あったもの 現在における減額基礎額に支給割合を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があ

るときは、その端数を切り捨てた額）に１００分の１．５を乗じて得た額（現在において最低号

俸に達しない場合にあっては、現在における特定減額基礎額に支給割合を乗じて得た額（その額

に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）） 

三 減額支給対象教職員以外の教職員であって、第３条に定める日において減額支給対象教職員で

あったもの 勤務することとなった日等に係る減額基礎額に支給割合を乗じて得た額（その額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）に１００分の１・５を乗じて得た額（勤

務することとなった日等に最低号俸に達しない場合にあっては、勤務することとなった日等に係

る特定減額基礎額に支給割合を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てた額）） 

２ 減額支給対象教職員であって、前項（第４項の規定により読み替えて適用する場合を含む。以下

この項において同じ。）の規定による特地勤務手当の月額が減額支給対象教職員上限額を超えるこ

ととなる者の特地勤務手当の月額は、第３条及び前項の規定にかかわらず、減額支給対象教職員上

限額とする。 

３ 前項の減額支給対象教職員上限額は、現に受ける俸給、職責調整手当及び扶養手当の月額の合計

額に１００分の２５を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨て

た額）から、現に受ける俸給月額及び職責調整手当の月額に１００分の２５を乗じて得た額（その

額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）に１００分の１．５を乗じて得た額

（現在において最低号俸に達しない場合にあっては、現に受ける俸給月額及び職責調整手当の月額

から当該教職員の属する職務の級における最低の号俸の俸給月額を減じた額に１００分の２５を乗

じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額））を減じた額とす

る。 

４ 次の各号に掲げる教職員に対する第１項及び前項の規定の適用については、当該各号に定めると

ころによる。 

一 育児短時間勤務教職員以外の教職員であって、第３条に定める日において育児短時間勤務教職

員であつたもの 第１項第１号イ中「の２分の１に相当する額（以下この項において「勤務する

こととなった日等に係る減額基礎額」」とあるのは「を当該定める日における育児・介護規程第

１４条の９（育児・介護等規程第１４条の１０において準用する場合を含む。）の規定により読

み替えられた勤務時間等規程第３条ただし書の規定により定められたその者の勤務時間を同条

本文に規定する勤務時間で除して得た数（以下この号において「勤務することとなった日等に係

る算出率」という。）で除して得た額の２分の１に相当する額（以下この項において「勤務する
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こととなった日等に係る減額基礎額」」と、同号ロ中「俸給月額及び職責調整手当の月額に１０

０分の９８．５」とあるのは「俸給月額及び職責調整手当の月額を勤務することとなった日等に

係る算出率で除して得た額に１００分の９８．５」と、「俸給月額及び職責調整手当の月額から」

とあるのは「俸給月額及び職責調整手当の月額を勤務することとなった日等に係る算出率で除し

て得た額から」とする。 

二 育児短時間勤務教職員であって、第３条に定める日において育児短時間勤務教職員以外の教職

員であつたもの 第１項第１号イ中「の２分の１に相当する額（以下この項において「勤務する

こととなった日等に係る減額基礎額」」とあるのは「に育児・介護規程第１４条の９（育児・介

護等規程第１４条の１０において準用する場合を含む。）の規定により読み替えられた勤務時間

等規程第３条ただし書の規定により定められたその者の勤務時間を同条本文に規定する勤務時

間で除して得た数（以下この号及び前項において「現在における算出率」という。）を乗じて得

た額の２分の１に相当する額（以下この項において「勤務することとなった日等に係る減額基礎

額」」と、同号ロ中「俸給月額及び職責調整手当の月額に１００分の９８．５」とあるのは「俸

給月額及び職責調整手当の月額に現在における算出率を乗じて得た額に１００分の９８．５」と、

「俸給月額に達しない」とあるのは「俸給月額に現在における算出率を乗じて得た額（その額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）に達しない」と、「俸給月額及び職責

調整手当の月額から」とあるのは「俸給月額及び職責調整手当の月額に現在における算出率を乗

じて得た額から」と、「俸給月額及び職責調整手当を」とあるのは「俸給月額及び職責調整手当

の月額に現在における算出率を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てた額）を」と、同号ハ中「号俸の俸給月額」とあるのは「号俸の俸給月額に現在にお

ける算出率を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）」

と、前項中「号俸の俸給月額」とあるのは「号俸の俸給月額に現在における算出率を乗じて得た

額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）」とする。 

三 育児短時間勤務教職員であって、第３条に定める日において育児短時間勤務教職員であったも

の 第１項第１号イ中「の２分の１に相当する額（以下この項において「勤務することとなった

日等に係る減額基礎額」」とあるのは「を当該定める日における育児・介護規程第１４条の９（育

児・介護等規程第１４条の１０において準用する場合を含む。以下この項において同じ。）の規

定により読み替えられた勤務時間等規程第３条ただし書の規定により定められたその者の勤務

時間を同条本文に規定する勤務時間で除して得た数（以下この号において「勤務することとなっ

た日等に係る算出率」という。）で除して得た額に育児・介護規程第１４条の９の規定により読

み替えられた勤務時間等規程第３条ただし書の規定により定められたその者の勤務時間を同条

本文に規定する勤務時間で除して得た数（以下この号及び前項において「現在における算出率」

という。）を乗じて得た額の２分の１に相当する額（以下この項において「勤務することとなっ

た日等に係る減額基礎額」」と、同号ロ中「俸給月額及び職責調整手当の月額に１００分の９８．

５」とあるのは「俸給月額及び職責調整手当の月額を勤務することとなった日等に係る算出率で

除して得た額に現在における算出率を乗じて得た額に１００分の９８．５」と、「俸給月額に達

しない」とあるのは「俸給月額に現在における算出率を乗じて得た額（その額に１円未満の端数

があるときは、その端数を切り捨てた額）に達しない」と、「俸給月額及び職責調整手当の月額

から」とあるのは「俸給月額及び職責調整手当の月額を勤務することとなった日等に係る算出率

で除して得た額に現在における算出率を乗じて得た額から」と、「俸給月額を」とあるのは「俸

給月額に現在における算出率を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てた額）を」と、同号ハ中「号俸の俸給月額」とあるのは「号俸の俸給月額に現在にお

ける算出率を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）」

と、前項中「号俸の俸給月額」とあるのは「号俸の俸給月額に現在における算出率を乗じて得た
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額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）」とする。 

（給与規程附則第６項の規定により給与が減ぜられて支給される教職員等の特地勤務手当に準ずる

手当の月額） 

第５条の３ 第４条第２項（同条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第５条

に規定する日（以下この条において「異動の日等」という。）において減額支給対象教職員であつ

た教職員の特地勤務手当に準ずる手当の月額は、第４条第２項及び第３項並びに、第５条の規定に

かかわらず、これらの規定による特地勤務手当に準ずる手当の月額から、異動の日等に受けていた

俸給月額及び職責調整手当の月額に支給割合（第４条第２項の規定による支給割合をいう。以下こ

の項において同じ。）を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨

てた額）に１００分の１．５を乗じて得た額（異動の日等に受けていた俸給月額及び職責調整手当

の月額に１００分の９８．５を乗じて得た額が、当該教職員の異動の日等に属していた職務の級に

おける異動の日等の最低の号俸の俸給月額に達しない場合にあっては、異動の日等に受けていた俸

給月額及び職責調整手当の月額から当該最低の号俸の俸給月額を減じた額に支給割合を乗じて得た

額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額））に相当する額を減じた額

とする。 

２ 減額支給対象教職員であって、第４条第２項及び第３項若しくは第５条又は前項（第４項の規定

により読み替えて適用する場合を含む。）の規定による特地勤務手当に準ずる手当の月額が減額支

給対象教職員上限額を超えることとなる者の特地勤務手当に準ずる手当の月額は、これらの規定に

かかわらず、減額支給対象教職員上限額とする。 

３ 前項の減額支給対象教職員上限額は、上限額（当該上限額に１円未満の端数があるときは、その

端数を切り捨てた額）から、現に受ける俸給月額及び職責調整手当の月額に１００分の６を乗じて

得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）に１００分の１．５を

乗じて得た額（当該教職員の現に受ける俸給月額及び職責調整手当の月額に１００分の９８．５を

乗じて得た額が、当該教職員の属する職務の級における最低の号俸の俸給月額に達しない場合にあ

っては、現に受ける俸給月額及び職責調整手当の月額から当該教職員の属する職務の級における最

低の号俸の俸給月額を減じた額に１００分の６を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があると

きは、その端数を切り捨てた額））を減じた額とする。 

４ 次の各号に掲げる教職員に対する第１項及び第３項の規定の適用については、当該各号に定める

ところによる。 

一 育児短時間勤務教職員以外の教職員であって、異動の日等において育児短時間勤務教職員であ

ったもの 第１項中「俸給月額及び職責調整手当の月額に支給割合」とあるのは「俸給月額及び

職責調整手当の月額を異動の日等における育児・介護規程第１４条の９（育児・介護等規程第１

４条の１０において準用する場合を含む。）の規定により読み替えられた勤務時間等規程第３条

ただし書の規定により定められたその者の勤務時間を同条本文に規定する勤務時間で除して得

た数（以下この項において「異動の日等に係る算出率」という。）で除して得た額に支給割合」

と、「俸給月額及び職責調整手当の月額に１００分の９８．５」とあるのは「俸給月額及び職責

調整手当の月額を異動の日等に係る算出率で除して得た額に１００分の９８．５」と、「俸給月

額及び職責調整手当の月額から」とあるのは「俸給月額及び職責調整手当の月額を異動の日等に

係る算出率で除して得た額から」とする。 

二 育児短時間勤務教職員であって、異動の日等において育児短時間勤務教職員以外の教職員であ

ったもの 第１項中「俸給月額及び職責調整手当の月額に支給割合」とあるのは「俸給月額及び

職責調整手当の月額に育児・介護規程第１４条の９（育児・介護等規程第１４条の１０において

準用する場合を含む。）の規定により読み替えられた勤務時間等規程第３条ただし書の規定によ

り定められたその者の勤務時間を同条本文に規定する勤務時間で除して得た数（以下この項及び
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第３項において「現在における算出率」という。）を乗じて得た額に支給割合」と、「俸給月額

及び職責調整手当の月額に１００分の９８．５」とあるのは「俸給月額及び職責調整手当の月額

に現在における算出率を乗じて得た額に１００分の９８．５」と、「俸給月額に達しない」とあ

るのは「俸給月額に現在における算出率を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てた額）に達しない」と、「俸給月額及び職責調整手当の月額から」とあるの

は「俸給月額及び職責調整手当の月額に現在における算出率を乗じて得た額から」と、「俸給月

額を」とあるのは「俸給月額に現在における算出率を乗じて得た額（その額に１円未満の端数が

あるときは、その端数を切り捨てた額）を」と、第３項中「号俸の俸給月額及び職責調整手当の

月額」とあるのは「号俸の俸給月額及び職責調整手当の月額に現在における算出率を乗じて得た

額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）」とする。 

三 育児短時間勤務教職員であって、異動の日等において育児短時間勤務教職員であったもの 第

１項中「俸給月額及び職責調整手当の月額に支給割合」とあるのは「俸給月額及び職責調整手当

の月額を異動の日等における育児・介護規程第１４条の９（育児・介護等規程第１４条の１０に

おいて準用する場合を含む。以下この項において同じ。）の規定により読み替えられた勤務時間

等規程第３条ただし書の規定により定められたその者の勤務時間を同条本文に規定する勤務時

間で除して得た数（以下この項において「異動の日等に係る算出率」という。）で除して得た額

に育児・介護規程第１４条の９の規定により読み替えられた勤務時間等規程第３条ただし書の規

定により定められたその者の勤務時間を同条本文に規定する勤務時間で除して得た数（以下この

項及び前項において「現在における算出率」という。）を乗じて得た額に支給割合」と、「俸給

月額及び職責調整手当の月額に１００分の９８．５」とあるのは「俸給月額及び職責調整手当の

月額を異動の日等に係る算出率で除して得た額に現在における算出率を乗じて得た額に１００

分の９８．５」と、「俸給月額に達しない」とあるのは「俸給月額に現在における算出率を乗じ

て得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）に達しない」と、

「俸給月額及び職責調整手当の月額から」とあるのは「俸給月額及び職責調整手当の月額を異動

の日等に係る算出率で除して得た額に現在における算出率を乗じて得た額から」と、「俸給月額

を」とあるのは「俸給月額に現在における算出率を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があ

るときは、その端数を切り捨てた額）を」と、前項中「号俸の俸給月額」とあるのは「号俸の俸

給月額に現在における算出率を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てた額）」とする。 

（端数計算） 

第６条 第３条若しくは第５条の２の規定による特地勤務手当の月額又は第４条若しくは前条の規定

による特地勤務手当に準ずる手当の月額に１円未満の端数があるときは、それぞれその端数を切り

捨てた額をもって、これらの給与の月額とする。 

（支給調書） 

第７条 教職員に特地勤務手当又は特地勤務手当に準ずる手当を支給するに当たっては、教職員別に、

勤務施設名、職名、異動年月日、住居移転年月日並びに特地施設に勤務することとなった日におけ

る俸給、職責調整手当及び扶養手当の月額その他必要事項を記載した支給調書を作成し、保管する

ものとする。 

（雑則） 

第８条 特地施設又は準特地施設の所在地における生活環境等の実情について必要に応じて調査する

ものとする。 

（その他） 

第９条 この細則に定めるもののほか、特地勤務手当等の支給に関する運用、解釈等については、別

に定めることができる。 
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   附 則 

１ この細則は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ この細則第３条の規定により教職員に対する特地勤務手当の月額を算定する場合において、当該

教職員に係る同条第２項に定める日が平成１０年４月１日前であるときは、当該教職員に対する同

項の規定の適用については、同項中「教職員が特地施設に勤務することとなった日」とあるのは、

「平成１０年４月１日」とする。 

３ 次の各号に掲げる教職員に対するこの細則第３条第２項及び第４条第２項の規定の適用について

は、当該各号に定めるところによる。 

一 この細則第３条第２項及び第４条第２項に定める日が平成１４年４月１日から同年１１月３０

日までの間にある教職員 同項中「に受けていた」とあるのは、「に係る俸給及び扶養手当につ

いて一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律（平成１４年法律第１０６号）の

施行の日における同法第１条の規定による改正後の給与法の規定によるものとした場合の」とす

る。 

二 この細則第３条第２項及び第４条第２項に定める日が平成１５年４月１日から同年１０月３１

日までの間にある教職員 同項中「に受けていた」とあるのは、「に係る俸給及び扶養手当につ

いて一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律（平成１５年法律第１４１号）の

施行の日における同法第１条の規定による改正後の給与法の規定によるものとした場合の」とす

る。 

   附 則 

 この細則は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この細則は、平成２０年２月４日から施行する。 

   附 則 

 この細則は、平成２２年１２月１日から施行する。 

 附 則 

 この細則は、平成２４年 ４月１日から施行する。 
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別表第１（第２条関係） 

 

特  地  施  設   

施 設 名 所   在   地 
級 別 区 分 

理学研究科附属天文台 飛

騨天文台 

岐阜県高山市上宝町蔵柱 ３級地 

防災研究所附属地震予知研

究センター 上宝観測所 

岐阜県高山市上宝町本郷向野２２９６－２ １級地 

防災研究所附属流域災害研

究センター 穂高砂防観測

所 

岐阜県高山市奥飛騨温泉郷中尾空山４３６－１３ ２級地 

フィールド科学教育研究セ

ンター 森林ステーション

芦生研究林 

京都府南丹市美山町芦生 ３級地 

フィールド科学教育研究セ

ンター 森林ステーション 

和歌山研究林 

和歌山県有田郡有田川町大字上湯川近井７６ ３級地 

 

 

別表第２（第４条関係） 

準  特  地  施  設   

施 設 名 所   在   地 

理学研究科附属地球熱学研

究施設 火山研究センター 

熊本県阿蘇郡南阿蘇村河陽５２８０ 

 


